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　2010年10月、菅直人首相（当時）が、環太平洋地域における加盟国間の貿易自由化の推進
を中心的な目標とした経済連携協定である、環太平洋戦略的経済連携協定（Trans-Pacific
StrategicEconomicPartnershipAgreement、以下、TPPと略す）への参加を検討する旨の
指示を出したことを契機として、その参加の是非をめぐり、現在、日本国内において活発な
議論が繰り広げられている。参加賛成派は、TPPへと参加し、環太平洋諸国との貿易自由化
を進めるとともに、構造改革に取り組むことが、日本の経済成長にとって不可欠であると主
張する。これに対して参加反対派は、TPPに参加した場合、日本農業は壊滅し、地域社会が
大きなダメージを受けるとともに食料安全保障が脅かされる、貿易面だけではなく、日本の
「国益」に反する制度改革（医療、環境、労働等の分野に関するもの）を強制されるといった
理由を挙げ、その参加に反対している（詳細については、奥［2011a］［2011b］を参照）。
　しかし一方において、世界貿易機関（WTO）における多角的貿易自由化交渉（ドーハ・ラ
ウンド）は停滞し、世界各国及び地域間における自由貿易協定（FTA）締結の動きは、アメ
リカとヨーロッパ連合（EU）、日中韓等の間においても、協定締結に向けた検討が開始され
るなど、以前にも増して加速している。こうした国内での議論や国際的な貿易環境の変化は、
現在の日本の貿易構造や貿易政策に再考を迫るものとなっている。
　新たな日本の貿易政策を構想する際に必要なことは、世界全体の貿易構造及び、その中に
おける日本貿易の位置付けを理解しておくことである。そのためには、過去から現在に至る
までの日本の貿易構造・貿易政策の展開を踏まえておくことが非常に重要である。なぜなら
現在の日本の貿易構造は、過去の歴史によって制約されているからであり、貿易政策をめぐ
る歴史から多くの教訓を汲み取ることもできるからである。本書『日本貿易の発展と構造』
は、「はしがき」にあるように、「日本が工業化を開始したと考えられる1880年代後半から
2000年代半ばまでの日本貿易の発展と構造変化を考察」（ⅰページ）することを目的とした
意欲的な研究書であり、まさに時宜にかなったものといえよう。
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　本書は、はしがき、Ⅲ部構成からなる 7つの章、あとがきから構成されている。以下がそ
の目次である。
はしがき
Ⅰ部　工業化期の日本貿易
　第 1章　工業化と日本貿易　－1885年～ 1913年－
　第 2章　両大戦間期の日本貿易　－1913年～ 1937年－
Ⅱ部　重工業化期の日本貿易
　第 3章　戦時・戦後復興期の日本貿易　－1937年～ 1955年－
　第 4章　高度経済成長期の日本貿易　－1955年～ 1973年－
Ⅲ部　ポスト工業化期の日本貿易
　第 5章　1970年代から1980年代の日本貿易　－1973年～ 1980年代末－
　第 6章　1980年代末から1990年代の日本貿易　－1985年～ 1990年代末－
　第 7章　現代の日本貿易　－1990年代末～現在－
あとがき
　本書評では、本書の内容について概観した後、その意義について述べ、最後に若干の論点
を提起したい。まず本書の内容について、日本貿易の構造をめぐる分析を中心に紹介してい
く。
　はしがきでは、本書の分析視角について、貿易、国際収支、国際通貨制度など、国際経済
学の標準的な概念や分析ツールに基づき、世界経済の動態的な構造変化の中における日本貿
易を考察するものであると述べられる。その際、本書は、工業化（ 1、2章）、重工業化（ 3、
4章）、ポスト工業化（ 5～ 7章）という、資本主義の発展段階に着目した時期区分を採用し
ている。
　第 1章では、工業化を開始した日本の貿易が分析される。この時期の日本では、綿工業を
中心とした近代産業と製糸、雑貨工業等の在来産業が発展した。この発展は、活発な輸出に
よってもたらされた。特に綿関連製品を中心にアジア地域への輸出が急増した。しかし原材
料、食料品の輸入が大幅に増大した結果、貿易収支は恒常的に赤字となり、欧米からの資本
輸入によってファイナンスせざるをえなかった。
　第 2章では、両大戦間期の日本貿易が検討される。第一次世界大戦の勃発により、日本の
輸出は急拡大し、国際収支も改善した。しかし第一次世界大戦の終戦は、輸出の大幅な減少
をもたらした。その結果、1920年代の日本は、記録的な入超による国際収支危機に苦しめら
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れた。日本は金解禁によってこの問題を解決しようと試みた。世界大恐慌の発生（1929年）
にも関わらず、金解禁（1930年）は強行されたが、あえなく挫折し、日本貿易は大きな打撃
を受けた。その後、日本は金輸出を再禁止（1931年）し、管理通貨制度へと移行した。その
結果、為替レートが大きく下落し、輸出が急拡大した。この輸出の拡大は、日本経済の回復
に大きく貢献した。こうした状況の中で日本貿易は、植民地・半植民地には帝国主義国として、
先進国に対しては後発国として依存するという二面的な貿易構造を形成した。日本は、アジ
アへの侵略が先進国への経済的な依存と政治的な対立を深めるという矛盾を抱えた。
　第 3章では、戦時期から戦後復興期にかけての日本貿易の動向が分析される。第 2章で
みたような矛盾を抱えた日本は、アジアにおけるブロック経済化を志向した。そして、戦
時期の日本貿易は管理下に置かれ、戦争遂行に必要とされる物資調達が中心的な目的となっ
た。しかし、その物資の調達のために必要とされる外貨の不足問題を克服できず、さらに戦
争を拡大させてしまうことになった。敗戦後、戦後復興期の貿易は、当初、アメリカ総司令
部（SCAP/GHQ）によって管理されていた。しかし冷戦の激化にともない、「反共」の拠点
として日本を重視するようになった総司令部（SCAP/GHQ）は、日本経済の復興を目指し、
1947年頃から徐々に民間貿易を再開していった。ドッジ・ラインによる単一為替レートの設
定（1949年）、朝鮮戦争（1950～1953年）による特需を経て、日本貿易は高度成長の前提を築
いた。
　第 4章では、高度経済成長期の日本貿易の特徴が明らかにされる。国際的な自由貿易体制
の発展の下、日本の輸出はアメリカとアジア地域を中心として順調に拡大し、高度経済成長
を支えた。産業構造の高度化が進み、輸出製品も軽工業中心から重化学工業品中心へと変化
した。一方で、景気の加熱によって生じた輸入の拡大によって、外貨危機に陥り、金融引締
め政策による調整を余儀なくされた（「国際収支の天井」の問題）。しかし日本経済は順調に
成長を続け、1965年頃から貿易収支が黒字基調に転じた。外貨準備も増加を続け、経済成長
の制約要因であった「国際収支の天井」の問題を克服した。
　第 5章では、ニクソンショック（1971年）を契機として、変動相場制へと移行した後の日
本貿易の動向について、1970～80年代前半までを中心に検討している。1970年代における日
本の輸出入は順調に拡大を続けた。特に輸出は産業構造の高度化をともないながら拡大し、
貿易黒字傾向の定着をもたらした。しかし一方、輸出の拡大は、欧米各国との激しい貿易摩
擦の原因となった。この貿易摩擦に代表される対外不均衡の問題は、プラザ合意（1985年）
に基づく円高ドル安傾向への転換によって解決が図られた。
　第 6章では、プラザ合意から1990年代末までの日本貿易の動向が検討される。プラザ合意
により、円高ドル安傾向が定着したことは、日本の貿易構造に大きな変化をもたらした。円
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高は、輸入品の価格低下をもたらし、工業製品の輸入を増加させるとともに、海外への直接
投資を増大させた。特に1990年代以降は、製造業を中心としたアジア諸国に対する直接投資
が大きく増加した。この結果、日本の貿易は、垂直型加工貿易パターンから水平貿易の方向
へと大きく変化し始めた。また、輸出先がアメリカからアジア地域へと徐々にシフトしていっ
た。
　第 7章では、現代の日本貿易について考察される。サブプライム危機の影響があった
2008、2009年を除くと、1990年代以降の日本貿易は基本的に拡大基調であった。しかし世界
貿易の成長に比して、日本の輸出入の成長は低かった。貿易相手国としては、アメリカとの
貿易が急減しているのに対し、中国との貿易が急増している。またアジア域内における貿易
関係の緊密化が大きく進展したことが指摘される。この貿易関係の緊密化のコアとなってい
るのが、アジア全域でネットワークを形成している日系の現地企業である。
　以上が本書の概要である。こうした内容を持つ本書の意義は以下の 3点にあると考えられ
る。
　第 1に、1885年から現在に至るまでの過去120年余りの日本貿易の発展について、通史的
に明らかにしている点が挙げられる。日本貿易については、様々な画期となる時代に焦点を
当てた研究が、すでに数多く存在する。また日本経済論・日本経済史の一部としても、日本
貿易の発展について様々な考察がなされてきた。しかし本書のように、体系的に120年余り
の日本貿易の動態を通史的に描いた研究は存在しない。この点に本書の最も重要な貢献があ
る。
　第 2に、プラザ合意が日本の貿易史上の大きな転換点であったことを示した点である。先
述したように、本書は120年余りの日本貿易史の大きな見取り図を与えている。そうした研
究においてこそ、貿易構造の転換点を明らかにすることができる。本書を通読することで、
プラザ合意による円高ドル安傾向の定着が、アジア諸国への直接投資の急増につながり、現
代日本の貿易構造に大きな影響を与えたことが理解できる。すなわち、①輸出地域の中心が
欧米諸国からアジア諸国へと変化、②垂直型の加工貿易から水平型貿易への転換、である。
こうした転換の流れは、20世紀末から21世紀にかけての中国の経済発展を重要な要素としな
がら、現在も進んでおり、その起点を示した点において本書は大きな意義を持つ。
　第 3に、世界経済や世界貿易の構造変化との関連で、日本貿易の展開が位置づけられてい
る点である。本書での日本貿易は、あくまでも世界経済や世界貿易の構造変化の中において、
それとの関連で分析されている。ゆえに本書では、各時代の世界経済や世界貿易の構造変化
についても大きな見取り図が与えられており、120年余りにわたる、その歴史的展開につい
ての理解も同時に得ることができ、非常に有益である。　
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以上が本書の意義と考えられる点である。次に本書の内容に関する論点を 3点提起したい。
　第 1に、貿易構造の変化に関する問題である。プラザ合意以降、日本企業による海外への
直接投資が多く行われた。その結果として、企業内・企業間の国際的な生産ネットワークが
構築された。アジア域内貿易やそこにおける分業関係の発展に、この日本企業を中心とした
生産ネットワークが大きく貢献したと本書において指摘されている。こうした指摘は重要な
ものであるが、貿易自体の質的な変化にも目を配る必要があるのではないか。近年「21世紀
型貿易」という形で、最終製品ではなく中間財の貿易が占める重要性の高まりが指摘されて
いる。つまり企業内や生産ネットワーク内での貿易が、1990年代以降、国際貿易の中で大き
な比重を占めるようになってきた、という指摘である。「21世紀型貿易」においては、その
性質上、非関税障壁の方が重要となるため、WTOにおける貿易自由化交渉よりも、FTAの
締結が加速するとされている（例えば服部・岩田［2011］）。こうした貿易される財の質的な
変化を踏まえた場合、1990年代から現代に至るまでの日本の貿易構造や貿易政策はどのよう
に評価できるのだろうか。
　第 2に、時期区分をめぐる問題である。本書では、日本国内において比較優位を持つ産業
分野の変遷を捉え、それに対応する形で時期区分が行われている（工業化、重工業化、ポス
ト重工業化）。一方において、先述したように、プラザ合意を契機とした日本の貿易構造の
転換が持つ重要性も指摘されている。こちらは主要貿易相手国や貿易パターンの変化に基づ
く時期区分といえよう。本書においては、前者の時期区分が採用されているが、これは比較
優位を持つ産業分野によって、貿易相手国や貿易構造がある程度規定されるという想定に基
づいていると考えられる。しかしプラザ合意の事例からも明らかなように、国際環境の大き
な変化によって、貿易相手国や貿易構造が変化する場合も多く存在する。当然、比較優位分
野の推移は重要な時期区分の指標であるが、上記の問題も視野に入れる形で、貿易の発展段
階の時期区分の基準については、再検討すべきではないかと考えられる。
　第 3に、今後の日本の貿易構造をめぐる問題である。福島第一原子力発電所の事故以来、
日本のエネルギー政策は大きな岐路を迎えている。資源小国である日本の場合、エネルギー
源の多くを海外に頼らざるをえない。ゆえにエネルギー政策の見直しは、日本の資源貿易、
ひいては日本の貿易構造全体に大きな影響を与える。こうした状況の下、現在における日本
の貿易構造の維持可能性、今後の行方などについて、歴史的な観点から考察することが不可
欠である。この問題は本書の範囲を大きく超えるものである。昨今の情勢を踏まえた上で、
今後の日本の貿易及び貿易政策のあり方についての包括的な分析を、今後の著者の研究に期
待したい。
　以上、いくつか論点を提起してきたが、それらは本書の持つ価値を全く損ねるものではな
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い。本書は、日本の貿易構造の過去・現在・未来や、今後の貿易政策の行方に関心を持つ全
ての人に多くの示唆を与える書物である。一読をおすすめしたい。
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